
基本目標１　再エネ利用や脱炭素社会づくりが進められるまちづくり

基本施策 取組の方向 取組内容
業務との
関連性

現在実施中の関連事業 予定・検討関連事業 期待される効果
相乗効果が考えられる施
策等

担当課

1-1 カーボンニュートラルの実現

01 太陽光発電システム等の設置補助
の推進

1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（太陽光発電システム）

-
電気代（買電料金）削減
温室効果ガス排出量削減

1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課

01 新築住宅等での太陽光発電の導入
促進

1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（太陽光発電システム）

-
電気代（買電料金）削減
温室効果ガス排出量削減

1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課

02 公共施設や事業所の屋根を活用し
た太陽光発電の推進

1：該当する事業
あり

太陽光発電システムによ
る発電

学校教育サポートセン
ター太陽光発電システム
設置

電気使用量の削減
1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課
関係各課

02 駐車場屋根を活用した太陽光発の
普及

2：予定する事
業

-
石橋駅自転車駐輪場太
陽光発電システム設置

温室効果ガス排出量削減
1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課
関係各課

02 ソーラーシェアリング型農業の推
進

3：検討必要 - - 温室効果ガス排出量削減
3-2-1 農業・農地の保
全と活用

環境課

03 蓄電システムの普及促進
1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（蓄電システム）

-
停電時に電気使用可能
温室効果ガス排出量削減

1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課

03 家庭用蓄電システム導入補助の推
進

1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（蓄電システム）

-
停電時に電気使用可能
温室効果ガス排出量削減

1-2-2 住宅や建物等の
ゼロエネルギー化の促進

環境課

03 ＥＶ等電動車の蓄電システムの有
効活用

3：検討必要 - -
停電時に電気使用可能
温室効果ガス排出量削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

環境課

03 地区内の太陽光発電等再エネ電力
の共同活用（地域電力の整備・確保な
ど）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率
化、災害時に自立可能、
地域経済の活性化

4-2-1 地域資源を活か
した産業の推進

環境課

03 卒FIT再エネ電力活用（自家消費・
自立分散型エネルギーづくり）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率
化、災害時に自立可能、
地域経済の活性化

4-2-1 地域資源を活か
した産業の推進

環境課

03 再エネ電力の使用促進（再エネ電
力共同購入、再エネ電力会社・再エネ
電力地域との連携など）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率
化、災害時に自立可能、
地域経済の活性化

4-2-1 地域資源を活か
した産業の推進

環境課

04 バイオマス発電や中小水力発電活
用の検討

3：検討必要 - -
新たな再生エネルギーを導
入することで温室効果ガス
の削減につながる

- 環境課

04 家庭や事業所での燃料電池システ
ム活用普及

3：検討必要 - -
新たな再生エネルギーを導
入することで温室効果ガス
の削減につながる

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

04 水素エネルギー活用（水素社会）
への検討

3：検討必要 - -
新たな再生エネルギーを導
入することで温室効果ガス
の削減につながる

- 環境課

04 太陽熱温水器等太陽熱の有効活用
と技術開発

3：検討必要 - -
燃料消費量及び温室効
果ガスの削減

- 環境課

04 地中熱利用の活用に向けた技術開
発の促進

3：検討必要 - -
燃料消費量及び温室効
果ガスの削減

- 環境課

06 住まいでの自然採光や通風・太陽
熱の有効活用

3：検討必要 - -
家庭における電気使用
量・電気料金の削減

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

06 住宅や建物の高断熱・高気密化の
普及

3：検討必要 - -
家庭における電気使用
量・電気料金の削減

4-1-2 環境保全行動の
普及啓発

環境課

06 緑のカーテンや住まい周辺緑化の
普及

1：該当する事業
あり

下野市生垣奨励
補助制度

-
市の緑化を推進、温室効
果ガス吸収源の創出

3-1-2 水辺の保全と再
生、健全な水循環の形成

整備課
環境課

06 ビル等の屋上緑化や周辺緑化の推
進

3：検討必要 - -
温室効果ガス
吸収源の創出

3-1-2 水辺の保全と再
生、健全な水循環の形成

環境課

06 省エネ家電への切替や省エネ機器
の導入の普及

1：該当する事業
あり

省エネ家電買い替えに役
立つ情報をホームページ
に掲載

家庭における電気使用
量・電気料金の削減

4-1-2 環境保全行動の
普及啓発

環境課

1：該当する事業
あり

環境家計簿診断 -
エネルギー使用量の見え
る化により、省エネに対
する意識が向上

4-1-2 環境保全行動の
普及啓発

環境課

06 脱炭素型サービスの活用
1：該当する事業
あり

グリーン調達（環境配慮
物品の購入）

- 環境負荷低減
2-1-3 プラスチック資
源循環の普及促進

環境課

06 地産地消の農産物や商品の活用
1：該当する事業
あり

・学校給食地元農産物供
給促進事業
・かんぴょう産地支援事
業
・下野市産かんぴょう消
費拡大支援事業

-
食品が消費者に届くまで
の交通量・エネルギーの
減少

1-1-3 エネ起源以外温
室効果ガス排出削減促
進

農政課

06 近在への移動での徒歩や自転車の
活用

1：該当する事業
あり

レンタサイクル事業 -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

環境課
商工観光課

06 ＥＶ等次世代自動車への乗り換え
の普及

1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（電気自動車）

-
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

環境課

06 ＥＶや電動自転車等のシェアリン
グの普及

3：検討必要 - -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

環境課

06 公共交通利用の推進、通勤等での
活用奨励

2：予定する事
業

- エコ通勤デーの導入
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

環境課

廃棄物処理
09 プラごみ等焼却処分に伴うCO2排出

抑制
1：該当する事業
あり

容器包装プラスチックの
回収・資源化

-
焼却処分する廃棄物の
量の削減

2-1-3 プラスチック資
源循環の普及促進

環境課

環境にやさし
い農業

10 農業生産に係るCO2等温室効果ガス

排出削減
1：該当する事業
あり

・農業用廃ビニール等処理
対策事業
・環境保全型農業推進事業
・有機JAS法取組支援事業

-

産業廃棄物の不法投棄
や不適切処理による環
境汚染の防止および環
境保全型農業を行う農
家の経営力向上

3-2-1 農業・農地の保
全と活用

農政課

その他
10 CO2以外の温室効果ガス排出抑制の

推進
3：検討必要 - - 温室効果抑制

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

1-2 脱炭素を支えるまちづくり

11 平地林の管理・整備
（森林更新等）

1：該当する事業
あり

元気な森づくり事業 -
本市の平地林保全管理
や整備活動の推進

3-1-2 平地林・緑地の
保全と再生

農政課

13 森林地域との連携によるCO2吸収量

の確保
3：検討必要 - -

温室効果ガスの吸収源
を保全、カーボンニュー
トラルの推進

3-1-2 平地林・緑地の
保全と再生

農政課

11 農地のCO2吸収（貯留）機能の向上

と活用
1：該当する事業
あり

・環境保全型農業推進事
業（環境保全型農業直接
支払交付金）
・低農薬栽培支援事業

-

有機農業の炭素を土壌
中に貯留する機能による
大気中の温室効果ガス
の削減

1-1-3 エネ起源以外温
室効果ガス排出削減促
進

農政課

25 都市熱の緩和（ヒートアイランド
対策等）

3：検討必要 - - 熱中症発症リスクの低下
3-1-2 平地林・緑地の
保全と再生

環境課

25 平地林・樹木の緑陰活用(クール
シェア等)

3：検討必要 - - 熱中症発症リスクの低下
3-1-2 平地林・緑地の
保全と再生

環境課

28 水辺の整備など風の道の活用 3：検討必要 - - 熱中症発症リスクの低下
3-1-3 水辺の保全と再
生、健全な水循環の形成

農政課

3：検討必要 - - 燃料や電気使用量の削減
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

3：検討必要 - ZEH導入補助 燃料や電気使用量の削減
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

3：検討必要 - ZEB導入補助 燃料や電気使用量の削減
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

18 デマンドバス等の電動車化（EV
化）の推進

3：検討必要 - -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

安心安全課

18 MaaSの普及による公共交通利用環
境の向上

3：検討必要 - -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

安心安全課

18 小型EV等を活用した地区内交通の
確保

3：検討必要 - -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

安心安全課

18 交通流の円滑化 3：検討必要 - -
燃料使用量及び温室効
果ガス排出量の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

安心安全課

公共施設や商業施設などの適正配置 4：現在なし - - - - 都市政策課

20 歩道の整備、街路樹やポケット
パークの整備

2：予定する事
業

-
歩道整備事業
L＝4,550ｍ

歩行環境の改善
1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

整備課

市場やリサイクル･リユースショップ
等の開催

1：該当する事業
あり

粗大ごみ等のリユース、
不用品リサイクル情報提
供

- 廃棄物量の削減
2-1-1 3Ｒ（リデュース・
リユース・リサイクル）の
推進

環境課

21 自転車道やサイクリングコースの
ネットワーク

3：検討必要 - -
自転車での移動を選択
することにより、温室効
果ガス排出量を削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

整備課

21 自転車ゾーン（通行帯）の充実 3：検討必要 - -
自転車での移動を選択
することにより、温室効
果ガス排出量を削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

整備課

21 電動自転車シェアリング、レンタ
サイクル、駐輪施設など自転車利用環
境の充実

1：該当する事業
あり

レンタサイクル事業 -
二酸化炭素の排出
の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進

商工観光課

再生可能エネ
ルギーの最大

限活用

1-1-1
再生可能エネル
ギー利用の普及

促進

COOL CHOICE
（賢い選択）

の普及

1-1-2
脱炭素・省エネ
行動の普及促進

省
エ
ネ
・
脱
炭
素
型
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
の
構
築

CO2吸収・都市

熱緩和対策

1-2-1
温室効果ガス吸
収源対策の推進

ゼロカーボンシティプロジェクトチェックリスト
（関連施策・事業等について）

太陽光発電の
普及

再エネ電力の
安定利用

自立分散型エ
ネルギーづく
り

再エネ電力活
用の普及促進

新たな再エネ
の活用等

再エネ熱の有
効活用

省エネの徹底

05,07 節電・省エネ行動の実践

脱炭素型サー
ビスや移動の
選択

1-1-3
エネ起源
以外温室
効果ガス
排出削減
促進

CO2吸収・貯留
機能の向上

自転車利用が
楽しめるまち
づくりの推進

気象緩和機能
の向上

1-2-2
住宅や建
物等のゼ
ロエネル
ギー化の
促進

14 エネルギーマネジメントシステムによるエネルギー
管理の促進

15 ZEHの導入促進と普及

15 ZEBの導入促進

1-2-3
移動の脱
炭素化の
促進

公共交通の利
用環境向上、
移動の脱炭素
化の促進

1-2-4
まち歩き
や自転車
利用が楽
しいまち
づくり

歩いてみたく
なる商店街や
市街地の創造

資料２



基本目標2　環境にやさしい資源利用や３Ｒが進む循環型社会のまちづくり

基本施策 取組の方向 取組内容
業務との
関連性

現在実施中の関連事業 予定・検討関連事業 期待される効果
相乗効果が考えられる施
策等

担当課

2-1 ごみゼロ社会の形成

04 剪定枝のチップ化等による活用
（CO2固定化など）

1：該当する事業
あり

剪定枝のチップ化 -
焼却処分する廃棄物の量
の削減

1-1-3 エネ起源以外温室効
果ガス排出削減促進 環境課

06,08 廃棄食品や生ごみの減量
（焼却処分の化石燃料消費量の減量)
（焼却処分によるCO2排出抑制）

1：該当する事業
あり

生ごみ処理機器設置
補助

-
焼却処分する廃棄物の量
の削減

1-1-3 エネ起源以外温室効
果ガス排出削減促進 環境課

10,11 プラスチック原材料の石油消費
の削減

1：該当する事業
あり

グリーン調達（環境への負荷
が少ない製品の購入・
選択の推進）

-
使用する資源やエネル
ギー量、環境汚染物質放
出量の削減

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

2-2 適切な廃棄物処理の推進

14,15 プラごみ散乱防止
（回収プラごみ焼却処分によるCO2排
出抑制、環境美化･景観保全、海洋汚
染の防止など）

1：該当する事業
あり

不法投棄パトロール
ポイ捨て禁止看板の貸出

-
焼却処分する廃棄物の量
の削減、景観の保全

2-1-3 プラスチック資源
循環の普及促進

環境課

20 耐用年数を迎えた太陽光発電用パ
ネル等のリサイクル対策の推進

3：検討必要 - - 廃棄物量の削減
4-2-2 環境にやさしい
事業活動の推進

環境課

2-2-2
廃棄物処理施
設の管理・廃棄
物広域処理の
推進

23 ごみ焼却施設からの廃熱・電気等
の有効活用
（余剰電力の地域電力活用、電力消費・CO2排出削減）

ごみ焼却施設からのCO2排出抑制・CO2
固定化と活用

ゼロカーボンシティプロジェクトチェックリスト
（関連施策・事業等について）

ご
み
ゼ
ロ
社
会
の
形
成

2-1-1

３Ｒ（リデュー
ス・リユース・

リサイクル）の
推進

2-1-2
食品ロス対策の
推進（生ごみ対
策を含む）

2-1-3
プラスチック資
源循環の普及促
進

07 地産地消の推進
（農産物の移送に係るエネルギー削減など）

適
切
な
廃
棄
物
処
理
の
推
進

2-2-1
不法投棄・ポイ
捨て防止対策の
推進

-

学校給食やかんぴょう購
入経費の補助を通じた市
民への地元農畜産物PR
およびそれによる食品ロ
ス・移送エネルギー量の
削減

2-1-1 ３Ｒ（リデュース・
リユース・リサイクル）の
推進

農政課

1：該当する事業
あり

ごみ焼却施設から生じる
廃熱を利用した発電

-
燃料消費量及び温室効
果ガスの削減

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

1：該当する事業
あり

公害対策となる設備
を設置

-
温室効果ガス排出量
の削減

1-1-3 エネ起源以外温
室効果ガス排出削減促進

環境課

環境課

11,12 プラごみの削減
（焼却処分によるCO2排出抑制）

1：該当する事業
あり

容器包装プラスチックの
回収・資源化

-
焼却処分する廃棄物の量
の削減

2-1-1 3Ｒ（リデュース・リ
ユース・リサイクル）の推進 環境課

05 家庭廃食用油回収と活用
（BDF化等エネルギー活用など）

1：該当する事業
あり

家庭用廃食用油回収 -
焼却処分する廃棄物の量
の削減

1-1-3 エネ起源以外温室効
果ガス排出削減促進

1：該当する事業
あり

学校給食地元農産物
供給促進事業、かん
ぴょう産地支援事業、
下野市産かんぴょう消
費拡大支援事業



基本目標3　豊かな自然と共生し、安全・安心して暮らせるまちづくり

基本施策 取組の方向 取組内容
業務との
関連性

現在実施中の関連事業 予定・検討関連事業 期待される効果
相乗効果が考えられる施
策等

担当課

3-1 自然豊かな里地里山の保全と再生

3-1-1
生物多様性の保
全と再生

01 再生可能エネルギー施設整備に伴う
生物生息環境への配慮・対策の推進

3：検討必要 - -
無秩序な施設の建設や森
林の伐採を防止

3-3-1　大気・水・土壌環境
の監視と保全・向上 環境課

06 CO2吸収に留意した森林の管理・育

成(CO2吸収･固定)
3：検討必要 - -

温室効果ガスの吸収源を
保全、カーボンニュートラ
ルの推進

1-2-1 温室効果ガス吸収
源対策の推進 環境課

06 平地林・緑地の保全と管理
(都市熱の緩和、節電・省エネ効果）

1：該当する事業
あり

元気な森づくり推進事業
、緑化ボランティア活動
助成事業

-
温室効果ガスの吸収源を
保全、カーボンニュートラ
ルの推進

1-2-1 温室効果ガス吸
収源対策の推進

農政課

06 緑陰の活用
（クールシェア等、節電・省エネ効果）

3：検討必要 - -
電気使用量削減
熱中症発症リスクの低下

1-2-1 緑化･緑地の整備な
ど吸収源対策の推進 環境課

06 水辺の保全
（風の道・都市熱の緩和、節電・省エネ効
果）

1：該当する事業
あり

トウサワトラノオの保護と
その生育環境を守る活動
水辺や田んぼの生きもの
調査

-

生態系保全について理解
を深めることにより、環
境保全に対する意識が向
上

3-2-1 農業・農地の保全
と活用

農政課

10 雨水浸透・蒸散等機能の向上
（都市熱緩和、節電・省エネ効果）

3：検討必要 - -
電気使用量削減
熱中症発症者減少

3-1-3 水辺の保全と再生、
健全な水循環の形成 環境課

3-2 自然が育む良好な環境とのふれあいの増進

11 施設園芸への再エネ活用
（省エネ、CO2排出抑制）

4：現在なし - - 温室効果ガス排出量削減
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

農政課

11 ソーラーシェアリングの普及
（再エネ利用・農業の両立など）

4：現在なし - - 温室効果ガス排出量削減
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

農政課

11 不耕起栽培など農法改善
（農地のCO2貯留機能の向上）

1：該当する事業
あり

低農薬栽培支援事業 -

農地の炭素貯蓄機能の
向上と環境負荷の軽減に
配慮した持続的な農業の
推進

4-2-2 環境にやさしい
事業活動の推進

農政課

13 地域の自然エネルギー活用の知恵や
歴史文化に関する情報の収集と発信

1：該当する事業
あり

歴史や自然の保全を啓発
するイベントを開催

-
下野市の歴史や自然に対し
理解が深まり、環境保全に
対する意識が向上

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課
文化財課

13 事業用再生可能エネルギー施設立地
に伴う自然・歴史文化環境への影響防止

3：検討必要 - - 文化財の保全
3-3-1　大気・水・土壌環
境の監視と保全・向上

環境課
文化財課

17 事業用再生可能エネルギー施設立地
等に伴う地域景観の保全対策

1：該当する事業
あり

下野市景観条例の運用 - 景観の保全
3-3-1　大気・水・土壌環
境の監視と保全・向上

環境課
管理保全課

19 ゼロカーボンシティに向けた空地・空
家の有効活用の検討

3：検討必要 - - 害虫の発生や不法投棄の
リスク等が減少する

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

3-3 安全で安心して暮らせる快適で良好な生活環境の確保

25 再生可能エネルギー設備の廃棄等処
理に伴う有害物質対策の推進

3：検討必要 - -
有害物質による環境汚染
の防止

2-2-2 廃棄物処理施設の
管理・廃棄物広域処理の推
進

環境課

26 原発に頼らないエネルギー利用の普
及啓発、放射線量情報の収集と提供

3：検討必要 - - 放射性物質による汚染の
防止

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

29 災害時での電力等エネルギーの確保
など自立分散型エネルギーシステムの構
築

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率
化、災害時に速やかに電
気を使用可能

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

29 自家消費型太陽光発電施設・設備等の
導入促進

1：該当する事業
あり

ゼロカーボン推進補助金
（太陽光発電・蓄電池）

- 災害時に速やかに電気を
使用できる

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

1-2-1 温室効果ガス吸
収源対策の推進

環境課
23 大規模再生可能エネルギー施設立地
に伴う公害等の防止対策の推進

3：検討必要 - -
無秩序な施設の建設や森
林の伐採を防止

安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
快
適
で

良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

３-３-１
大気・水・土壌
環境の監視と保
全・向上

3-3-2
放射線・有害物質
等の環境汚染の
防止

3-3-3 防災・減災の推進

ゼロカーボンシティプロジェクトチェックリスト
（関連施策・事業等について）

自
然
豊
か
な
里
地
里
山
の
保
全
と
再
生

3-1-3
水辺の保全と再
生、健全な水循
環の形成

3-1-4
水資源の保全と
活用

06 水辺の整備活用
（クールシェア等、節電・省エネ効果）

3：検討必要 - - 温室効果ガス排出量削減

自
然
が
育
む
良
好
な
環
境
と
の
ふ
れ
あ
い
の
増

進

3-2-1
農業・農地の保
全と活用

3-2-2
自然や歴史・文化
環境とのふれあ
いの向上

3-2-3
景観の保全・創造
環境美化の推進

3-1-2
平地林・緑地の
保全と再生

農政課

1-2-1 緑化･緑地の整備な
ど吸収源対策の推進 環境課

10 用水路等の中小水力発電検討
（再エネ利用）

4：現在なし - -
新たな再生エネルギーを導
入することによる、温室効
果ガス削減

1-1-1 再生可能エネルギー
利用の普及促進 農政課

4：現在なし - -
電気使用量削減
熱中症発症者減少

3-1-4 水資源の保全と
活用

06 駐車場の緑陰等活用
（アイドリング減少・CO2排出抑制）



基本目標４　環境行動が進み、ともに築く環境のまちづくり

基本施策 取組の方向 取組内容
業務との
関連性

現在実施中の関連事業 予定・検討関連事業 期待される効果
相乗効果が考えられる施
策等

担当課

4-1 環境教育・学習の推進、環境保全行動の普及

4-2 環境にやさしい産業活動の促進

12 農法を含む農業の脱炭素化の推進
（CO2排出抑制）

1：該当する事業
あり

地産地消推進事業 -
農産物消費までの交通
量を減らすことによる
CO2排出の削減

1-2-3 移動の脱炭素化
の促進 農政課

事業活動の省エネ・脱炭素の取組普及
（CO2排出抑制）

3：検討必要 - -
燃料消費量及び温室効
果ガスの削減

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

省エネ・脱炭素型製品等の製造・販売
（CO2排出抑制）

1：該当する事業
あり

グリーン調達（環境への負荷
が少ない製品の購入・
選択の推進）

-
燃料消費量及び温室効
果ガスの削減

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

事業所の屋根等を活用した自家消費型
太陽光発電の普及

1：該当する事業
あり

道の駅しもつけ管理事業 - 自然エネルギーの活用
1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課
商工観光課

4-3 環境交流・連携の促進

21 再エネ発電地域との連携
（再エネ電力の利用）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率化、
災害時に自立可能、地域経
済の活性化

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進 環境課

22 広域連携や産業連携による未利用
資源（バイオマスや水資源など）の有
効活用（再エネ利用）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率化、
災害時に自立可能、地域経
済の活性化

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進 環境課

ゼロカーボンシティプロジェクトチェックリスト
（関連施策・事業等について）

環

境

教

育

・

学

習

の

推

進
、

環

境

保

全

行

動

の

普

及

4-1-1
環境教育・学習
の推進

4-1-2
環境保全行動の
普及啓発

06~08
COOL　CHOICE（脱炭素社会に向けた賢い選択）の普及
ライフスタイルの見直し・変革
節電等省エネ行動の普及
省エネ・脱炭素製品の活用（製造・販売含む）
省エネ・脱炭素型住まいづくりなど（再エネ活用､エネルギー有効利
用、CO2排出抑制）

01～05 地球温暖化・気候変動に関する情
報の提供と環境教育・学習の推進（気候
変動への理解の醸成・意識の共有）

1：該当する事業
あり

環
境
交
流
・
連
携
の
促
進

4-3-1
環境交流・環境
保全活動の促進

4-3-3
資源循環共生圏
の構築

環
境
に
や
さ
し
い
産
業
活
動
の
促
進

4-2-1
地域資源を活か
した産業の推進

4-2-2

環境にやさしい
産業の育成
（活動支援及び
自主対策の普
及）

自然災害に係る避難訓練の
実施
生物多様性関連本展示
南極クラス講座
環境ワゴン講座
雑誌・書籍のリサイクル市開
催

-

児童生徒や教職員の危機管
理意識が向上する
環境に関する展示や講座、
書籍リサイクル市を開催す
ることで情報の発信や環境
保護への理解と意識の共有
を深められる

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

学校教育課
環境課

環境課

13,14 農地のCO2貯留機能の向上と活用

（CO2貯留・クレジット化の検討）
1：該当する事業
あり

環境保全型農業推進事
業（環境保全型農業直接
支払交付金）

-

有機農業の炭素を土壌
中に貯留する機能による
大気中の温室効果ガス
の削減

1-1-3 エネ起源以外温
室効果ガス排出削減促
進

農政課

1：該当する事業
あり

広報誌・ホームページ
等による普及啓発活
動、環境フェアの開催

-
市民の環境に対する意
識の向上

1-1-2 脱炭素・省エネ行
動の普及促進

環境課

18 再エネ・蓄エネ・省エネ活動のプ
ラットフォーム化などによる情報交流
と連携による取組の促進

1：該当する事業
あり

栃木県及び各市町との
情報交換

-
脱炭素化に向けた情報
交換を行い、検討材料を
得られる

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課

事業所の未利用エネルギーの有効活
用、発電した再エネ電力やエネルギー
資源の販売（再エネ利用）

3：検討必要 - -
エネルギー利用の効率
化、災害時に自立可能、
地域経済の活性化

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進

環境課
22 森林整備等によるCO2吸収源の有効
活用（国内炭素クレジット等を踏まえ
たゼロカーボンシティの検討

3：検討必要 - -
低炭素投資を促進し、温
室効果ガス削減量の拡
大につなげる

1-1-1 再生可能エネル
ギー利用の普及促進


